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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、セグリゲーションが進む大都市のなかで、「近隣効果」は、地区
住民にたいして健康、社会生活、雇用、社会意識などの社会的アウトカムにどのような、そしてどのていど影響
を与えるのか（文脈効果）、社会的紐帯を媒介として地域特性をどのように創出するのか（創発効果）を、混合
研究法によって解明することである。このために、大阪都市圏を対象に、アンケート調査、インタビュー、地域
モノグラフなど、「混合研究法」による調査を実施した。この調査をもとに、居住地特性が個人の社会的アウト
カムに影響する「文脈効果」と、個人の行為・相互行為の結果がマクロな構造に影響する「創発効果」を考慮し
た分析が可能となった。

研究成果の概要（英文）：　The aim of this study is to elucidate how and to what extent '
neighbourhood effects' influence social outcomes such as health, social life, employment and social 
consciousness for district residents in an increasingly segregated metropolis and how they create 
neighbourhood characteristics through the mediation of social ties. The aim is to clarify how and to
 what extent social outcomes are affected and how neighbourhood characteristics are created through 
the mediation of social ties (emergent effects). To this end, a survey was conducted in the Osaka 
metropolitan area using 'mixed methods', including questionnaires, interviews and community 
monographs. On the basis of this survey, it was possible to analyse the results in consideration of 
the 'context effect', in which residential characteristics affect the social outcomes of 
individuals, and the 'emergent effect', in which the results of individual and interactive actions 
affect the macro structure of the city.

研究分野：社会学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本では都市セグリゲーションの問題を扱う研究は数多くなかった。この問題から後に「近隣効果」研究が発展
した。一方、近年の貧困研究では、とくに貧困層は家族、就労、住宅などで重層的な困難を抱え、社会的紐帯が
不安定であることが指摘されている。本研究は、このように現代のセグリゲーション研究と貧困研究を関連づけ
て新たな研究領域を切り開いた点に学術的に大きな意義がある。また本研究は大阪をフィールドとすることによ
って、社会的格差や都市再編、人口回帰など大阪が抱えるさまざまな都市課題にたいする対策を示唆することが
できる。実際に、この研究をすすめるなかで対象自治体との連携プロジェクトを新たに開始することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
都市セグリゲーション（居住分断）と貧困の問題は社会科学において古くからのテーマであり、
数 多くの「セグリゲーション指標」が開発されてきたが（例えば、Duncan & Duncan 1955）、
とくに北米では白人と黒人の居住分離のように人種を軸とされて理解されてきたため、欧州や
日本ではこの問題を実際に扱う研究は数多くなかった。1980 年代はセグリゲーションのなかで
社会的な不利を累積する層は「アンダークラス」と呼ばれていたが、その後「貧困の集中」現象
へと問題の焦点が移り、後に「近隣効果」研究が発展する(Wilson 1987)。「近隣効果」とは、個
人の属性とは独立して居住地が個人の不利な状態などのアウトカムに影響することであり、
2000年代以降、実証的な調査研究が行われるようになった。 
一方、近年の貧困研究は、経済や資産だけではなく、社会関係の次元にも焦点が当てられるよ
うになった。とくに貧困層は経済的な困窮だけではなく、家族、就労、住宅など生活領域全般に
おいて重層的な困難を抱え、社会的な紐帯が不安定であることが指摘されており(Paugam 2008)、
フランスでは貧困地区の近隣効果を考慮したうえで大都市を対象に大規模な調査(SIRS：大都市
における健康と不平等、社会的断絶国際比較プロジェクト)が 2005 年からパネル調査として実
施され、国際比較が行われている。 
セグリゲーション研究は、都市・住宅政策など福祉レジームによる違いなど、欧州から世界へ
と比較対象が拡大している(Fujita & Maloutas 2016)。しかし、そのなかで近隣効果が実際に住
民に どのような効果をもたらすのかというメカニズムは、まだ明らかになったとは言い難い。
これにたいして、本研究の課題は、マクロな都市・住宅政策、地区構造（文脈効果）、近隣レベ
ルでの地域社会組織 （創発効果）、多元的な社会的紐帯の要因を考慮に入れた「制度的近隣効果」
のメカニズムの解明を分析の中心に置くことによって、総合的な分析モデルを提案することで
ある。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、セグリゲーション（居住分離）が進む大都市のなかで、「近隣効果」は地区
住民にたいして健康、社会生活、雇用、教育達成、社会意識などの社会的アウトカムにどのよう
な、そしてどのていど影響を与えるのか、そして地域の社会的紐帯は地域にどのような役割を果
たすのかを解明することである。本研究が依拠する「社会的紐帯の理論」(Paugam 2009)の仮説
では、社会的紐帯は「親族の紐帯（家族・親族）」、「選択的参加の紐帯（友人・近隣関係）」、「有
機的参加の紐帯（職業）」、「シチズンシップの紐帯（市民権）」が相互に織りなす布置関係である。
これらのいずれかが脆弱で不安定になると他の紐帯にも影響をもたらし（例：失業から離婚、住
宅喪失のプロセスなど）、最終的な社会的紐帯の断絶（社会的排除）にまでにいたりうる。本研
究ではさらに、都市空間のなかでは、社会的紐帯のあり方は福祉レジームや国内の都市・住宅政
策、セグリゲーション（居住分離）やジェントリフィケーションなどの都市社会構造の変動と関
係していると考えている（マクロレベル）。また、居住する近隣地区が個人のアウトカムに影響
する「近隣文脈効果」とともに、社会的紐帯が地域社会にもたらす「創発効果」にも注目する（メ
ゾレベル）。 
以上の問題意識から、本研究では、１）都市セグリゲーションと都市・住宅政策のマクロ分析、
２）大阪都市圏のサーベイ調査と近隣効果の分析、３）地域社会組織と住民の社会的紐帯の形成
に関す るフィールド調査を行なう。本研究において提案する制度的近隣効果の概念モデルは、
図１に示している。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



 
 
 
本研究の制度的近隣効果のモデルでは、都市・住宅政策のあり方などの制度的な側面が国・都 
市によって異なる「I マクロレベル」、都市・近隣地区レベルの効果を考慮する「Ⅱ メゾ（近隣）
レベ ル」、個人属性や選択とその結果の「Ⅲ 個人レベル」の三層が重層的に関連すると考える。
本研究で はとくに、「Ⅰ マクロレベル」の大阪の都市・住宅政策の実態を踏まえて、「Ⅱ メゾ
（近隣）レベル」から「Ⅲ 個人レベル」への関係として、居住地特性が個人属性とは独立して
個人の社会的アウトカムに影響する 「①文脈効果」と、個人の行為および相互行為の結果がよ
りマクロな構造に影響する「②創発効果」を考慮に入れた分析を行なう。 

 
 
３．研究の方法 
本研究の調査では、「近隣効果」と呼ばれる問題について、大阪大都市圏の住民を対象にサン
プリング調査を実施し、家族、仕事、社会的ネットワーク、地域活動、文化活動、健康などの課
題につい て量的・質的調査をもちいて分析を行なう。調査設計としては、まず大阪の都市構造
の変化を分析するために社会地区分析を行ない、その結果から地区を層化したうえで第一次抽
出単位として地区を抽出、第二次抽出単位として個人を系統抽出し、居住地レベルの効果と個人
の社会的アウトカムとの関係をマルチレベル分析によって明らかにする設計を行なう。また因
果推論の分析を想定して、自然実験やパネル調査を考慮した調査設計を行なう。そのさい、各国
の都市・住宅政策の実態調査、 国勢調査データなど既存の統計データの再分析、地域社会組織
の現状調査なども行ない、量的調査の結果を多面的に解釈する。  
 
１）セグリゲーションの比較分析（2020-2021 年度） 
2020 年度には、GIS をもちいて、社会地区の作成と地区類型の構築、セグリゲーション指標の
分析（セグリゲーション、貧困の集中、ジェントリフィケーション）を行ない、都市社会構造の
変化とセグリゲーションの現状を可視化する。 
 
２）大阪都市圏を対象とした近隣効果の質問紙調査とデータ解析(2021-2023 年度)  
2020 年度には、これまでの先行研究、 研究チームの成果を参考に調査票を検討し、2021〜 2022
年度には大阪都市圏をフィールドに質問紙調査を実施し、住民の個票データの収集と分析を行
なう。調査は社会地図作成のさいに構築した地区類型にもとづき、対象地区と住民を層化多段抽
出したのち、郵送法で調査票を配布・回収する。計画標本は 10,000、目標標本は 5,000 ケース
（目標回収率 50%）とした。調査項目は、基本属性のほか、家族、仕事、団体への参加、社会的
ネットワー ク、アウトカム変数としては教育達成、居住地満足度、社会的サポート、被差別経
験、集合的効力感、体感治安、貧困観、主観的健康感、うつ傾向などの項目をもちいる。2021 年
度は実査と基本集計を 行ない、2022〜23 年度には、それぞれの項目にたいしてマルチレベル分
析をもちいて個人の社会的アウトカムにたいする文脈効果を分析、いくつかのアウトカムにつ
いては、自然実験などをつうじて因果的メカニズムを明らかにすることができる。 
 
３）困窮地域における地域社会組織のエスノグラフィー・インタビュー調査(2020-2023 年度) 
2020 年度から継続的に困窮地域における地域社会組織のエスノグラフィー調査を実施し、近隣
効果メカニズムの妥当性を検討する。大阪都市圏の地域をフィールドとして、地域社会組織（地
域活動協議会、隣保館、保育園、小中学校、地域包括支援センター）などでデータを収集するこ
とによって、どのように社会的紐帯が形成され（創発効果）、社会的資源がどのように住民に伝
達、利用されているのかを明らかにする。 
 
 
４．研究成果 
１）セグリゲーションの比較分析（2020-2021 年度） 
2020 年度には、GIS をもちいて、社会地区の作成と地区類型の構築、セグリゲーション指標の
分析（セグリゲーション、貧困の集中、ジェントリフィケーション）を行ない、都市社会構造の
変化とセグリゲーションの現状を分析した。その後、2015 年国勢調査のデータが公開されたた
め、データを更新し新たな分析に着手している。また研究期間中に新たに大阪市の西区をモノグ
ラフ調査の対象としたため、最新のデータをもとに分析を行なった。 
 
２）大阪都市圏を対象とした近隣効果の質問紙調査とデータ解析(2021-2023 年度)  
2020 年度には、これまでの先行研究、 研究チームの成果を参考に調査票を検討し、2021〜2022
年度には大阪都市圏をフィールドに質問紙調査を実施し、住民の個票データの収集と分析を行
なう予定であった。しかし、コロナ禍の影響のため、訪問面接調査を実施することが困難な状況
にあり、2021 年度には予備調査としてウェブモニター調査を実施し、質問項目の検討を行なっ
た。 
2022 年度には、住民基本台帳をもとに確率抽出によって対象者を選び、ウェブ回答の調査（第



1 波）を実施した。ウェブ調査であったため、回収率が２割に満たなかった。年齢と性別につい
ては母集団から大きな乖離はなかったが、専門職・管理職の回答割合が多く、ウェブ調査の特徴
を表しているがわかった。 
2023 年度には第１波の基礎集計を行ない、さらに回答を得られた対象者にたいして第２波調査
を 2024 年２月に実施した。第２波では、昨年度盛り込めなかった家族や仕事、ネットワークに
関するデータを収集した。第２波の実査は、第１波での協力意思よりも実際の回答者数が少なく、
回収率は 52％にとどまった。 
量的調査での調査項目は、2021 年度の予備調査を実施して検討しあと、第１波調査では、基本
属性のほか、職業、団体への参加、アウトカム変数としては教育達成、居住地満足度、社会的サ
ポート、被差別経験、集合的効力感、体感治安、貧困観、主観的健康感、うつ傾向などの項目を
もちいた。第２波調査では、就労環境、子育てや地域参加に関する項目を加えた。 
2023 年度には、2022 年度に実施した第１波調査の基礎集計をもとに報告書を公刊した。第１波
と第２波調査のデータクリーニングは現在進行中であり、第１波と第２波のデータ結合が完了
したのち、各項目にたいしてマルチレベル分析をもちいて個人の社会的アウトカムにたいする
文脈効果を分析、いくつかのアウトカムについては固定効果モデルで分析する予定である。 
さらに 2023 年度末には第２波調査で回答が得られた対象者にたいして、オンラインでのイン
タビュー調査を実施した。インタビューでは、生活史や居住環境、家族、仕事などについて調査
を行なった。インタビュー協力意思は比較的多く、81 名だったものの、実際に日程調整を行な
いインタビューの実施ができたのは、27 名であった。インタビューの内容は逐語録を作成して
いる。インタビューの実施は 2024 年 2 月から 3月に行なったが、対象者とのスケジュール調整
のため 2024 年度も継続して実施しており、調査が最終的に完了しだいデータの整理と分析を行
なう予定である。 
 
 
３）困窮地域における地域社会組織のエスノグラフィー・インタビュー調査(2020-2023 年度) 
2020 年度から継続的に困窮地域における地域社会組織のエスノグラフィー調査を実施し、近
隣効果メカニズムの妥当性を検討した。大阪都市圏の地域をフィールドとして、地域社会組織
（地域活動協議会、隣保館、保育園、小中学校、地域包括支援センター）などでデータを収集す
ることによって、どのように社会的紐帯が形成され（創発効果）、社会的資源がどのように住民
に伝達、利用されているのかを明らかにすることを目指した。 
 本研究期間のなかで、地域社会組織の調査に関しては、困窮地域だけではなく、より富裕層の
居住する地域もあわせて調査研究することが課題となった。大阪のセグリゲーションは生活困
窮層の集積だけではなく、比較的裕福な層の地域的集中も特徴である。本研究はそのなかで、大
阪市西区のフィールドとして選び、町内会や小学校、地域包括センターなどの活動を対象にした
エスノグラフィー、インタビュー調査を実施している。西区は現在大阪市のなかでも人口回帰現
象が生じており、タワーマンションや子育て世帯が増加している。そのなかで、マンションコミ
ュニティ、新住民の町内会加入問題、子育て世帯の支援や住民のプレーパーク活動、域内小学校
への外国籍児童の増加への支援などの課題が浮かび上がった。研究期間のあいだにこれらの地
域課題にたいする詳細なフィールドワークおよび支援活動を実施しており、行政や住民団体と
の密接な関係を構築することができた。現在は行政、住民団体との連携によって地域課題の解決
のあり方を検討する段階にまですすんでおり、この点は当初の計画以上の成果であった。 
 
 全体として、コロナ禍の影響のため、量的調査のスケジュールと方法については変更を余儀な
くされたが、無作為抽出によるウェブパネル調査、その後のオンラインインタビュー調査など、
新たな調査方法論を試みることができた。回収率については期待どおりとは言えなかったが、そ
れでも回答者の傾向は興味深い分布を示しており、今後の研究に活かすことができる結果であ
った。インタビュー調査については予想以上の回答があり、オンラインインタビューという新し
い方法も有効な方法であることがわかった。今後は研究期間中に得られたデータを詳細に分析
し、公表する予定である。 
 地域社会組織の研究に関しては、これまでの困窮地域での調査に加えて、人口回帰している市
中心部の地域を新たなフィールドとして加えることによって、研究全体の大きな進展がみられ
た。階層化しセグリゲーションが強い大阪のなかで社会的不利／有利の対照的な地域を研究フ
ィールドとすることによって、大都市の重層的な構造を踏まえた調査研究ができたと考えてい
る。以上の研究は、現在も進行中であるため、さらに大規模なサンプルを対象にした長期的な調
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